
計算書類の注記事項

１.　重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 固定資産の減価償却方法

有形固定資産 …………定額法

但し、建物附属設備は定率法を採用しております。 　　

無形固定資産 ………定額法

これらは、いずれも法人税法に規定する減価償却の方法と同一の基準であります。

(2) 引当金の計上基準

賞与引当金……………………従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち、

当期に帰属する金額を計上しております。

退職給付引当金………………従業員の退職給与の支給に充てるため、期末自己都

合退職金要支給額を計上しております。

役員退職慰労引当金…………役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰

労金支給内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。

(3) リース取引の処理方法

平成20年3月以前のリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

平成20年4月以降の所有権移転外ファイナンスリース取引は、売買処理を行なうが、リース

期間ごとのリース料総額が3,000千円以下の場合等は、重要性が乏しい為、賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。

(4) 消費税等の処理方法

税抜経理方式を採用しております。

2.　貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 千円

3.　株主資本等変動計算書に関する注記

当期末日における発行済株式の数 8,000 株

4,571,936


